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5千～8千㎡未満 8 2 14 9 45 75 37 59 56 145 66 2 16 34 39 558

8千超～１万㎡未満 2 2 4 16 10 17 9 38 16 4 6 14 124

1万超～3万㎡未満 1 2 2 8 2 2 51 31 52 9 2 7 7 2 169

3万超～5万㎡未満 1 1 2 1 10 10 4 2 4 4 1 3 37

5万㎡超 1 1 3 2 1 3 10

96 50 94 34 48
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【表１】ショッピングセンターの立地別新設状況

＊日本ショッピングセンター協会公表資料を元に作成
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周辺地域 郊外地域

（24％）
501 528 1,068

（25％）

698

２００８～２０１２年 301

総計 中心地域

＊経済産業省提出資料を元に作成。届出後取り下げたものは除く。

＊１件の届出で複数の用途地域を含むものがあるため、用途地域の届出合計と届出件数は一致しない。網掛けは０６年の都市計画法改正（０７年１１月施行）により
　床面積１万㎡以上の大規模集客施設の立地が原則禁止となった用途地域を示す。網掛け用途地域合計の（　）内は規制対象と目される届出分の内数を示す。

2,097～１９９９年

２０００～２００７年

8 58
898

住居系用途地域 商業系用途地域 工業系用途地域 郊外系用途地域

248（34） 246 343（28）
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【表２】2007年12月から2013年12月までに大店立地法に基づく届け出のあった大型店のうち、
店舗面積5000㎡超の新設大型店の用途地域別一覧

合　計

12 2 18 11 58 138 109 241

82（32）


	140402配布資料

